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研究の目的
本研究は各住戸がそれぞれ区分所有された共同住宅(一
般的に分譲7 ンションと呼ばれたりしている)の共同管理
のあり方を権立しようとする研究の一環として取組んだ
ものである。すなわち，この種の分譲共同住宅は，建物
は共同住宅の形態をとりながら.各住戸は個別に所有さ
れており.敷地や建物全体，共同利用部分は各住戸の区
分所有者が共同じて管理を行わねばならない。賃貸の共
同住宅では敷地や建物は各位戸部分も含めて単一の所有
者(すなわち家主)が存夜し，それが建物管理主体となっ
て統ーした管理がなされている。分譲共同住宅がわが国
の住宅形態として一定量供給されだしてから日が浅い山
こともあって，その共同管理の様式は定着しておらず，
各共同住宅の管理主体が，不充分な知識と経験のもとに
管理をすすめているために，さまざまな問題が発生して
いる?分譲共同住宅の共同管理のあり方について，科学
的線拠を与えることが求められているといえる。その共
同管理のあり方の具体的内容には主なものとして次のよ
うな観点がある。第一に建物の物的な維持管理(メンテ
ナンス)に関連して，どのような時期に，どのよ うな後類
の補修をなすべきかという側面である(修繕論)。第三に
は.共同管理に必要な諸行為を，どのような主体が，ど
のように分担して処理すべきか，その全体的管理の形態
と組織に関することである(管理形態論)。第三には.以
上のことと関連して，費用の負担と支出をどのように行
うべきかという側面である(費用論)。本研究は.大阪府
下に公的機関(大阪府住宅供給公社一一以下府公社と呼
ぶ一一，大阪市住宅供給公社一一以下市公社， 日本住宅
公団一一以下公団)が供給した分譲共同住宅を対象に調
査を行い，上記第二.第三の内容に関するいく つかの知
見を得る目的をもつものである。なお，本調査研究に先
だって.民間企業の供給した分譲共同住宅の管理に闘す
る研究を行っている。本研究はその研究につづいて実施
したものであるが，先の研究レポー トは目下印刷がめで
あり，部分的にしか，研究成果は発表していない日}研究
の意図や問題意識の詳細はそのレポートに記述している
ので参照されたし、。先の研究で明らかにしたことにつづ
いて.本研究がどのような点をねらいと したかを以下に
述べる。まず用語の定義をしておく。一般的に分自喪失同
住宅の管理には，次のような主体がかかわりをもってい
る。①供給者一一一マンションの分譲会社，②居住者一一
個々の居住者，③居住者組織一 …区分所有者の管理組合
や居住者の自治会，④個別メ ンテナンス会社…ーたとえ
ば清掃会社とか，エレベータ補修会社など，⑤管理会社
管ー理の委託を受け，処理する会社，⑥管理人一…管
理会社の雇貝が多い。
各分譲アパートの管理は以上の主体のかかわりの仕方
が違っており，、、く つかのバターンがみられるが.共同
住宅の管理が，それぞれの主体ごとの行為の分担，主体
性のもち方などを含めて，どのようなシステムをもって
行われているか，その全体的な管理のあり様を管理形態
と日乎.，;.:。
この管理形態は建物の形態(規模や設備なども含めて)，
分譲アパートのランク，立地点.それに入居した人々の
意識の遠いによって異なってくる。先述した民間マンシ
ョンの管理研究では管理形態の主要な型は 5つ42あり，
そのような型(管理機構と呼んだ)が選択される条件を一
定明らかにし，あるべき管理形態についての考察をおこ
なった山が，本研究ではそれらをさらに深めることをめ
さ・した。第一に管理形態がどのような型をとっており，
民間?ンションとどのように違うか，そのような形態を
取る要因を建物形態と，分譲当初の公的機関側の指導の
影響という点から考察する。第二にそれぞれの管理形態
をとることによって管理上の問題はないか，あるとすれ
ばどのような点に表われているかを，管理行為のm当状
???
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況と，管理組合役員が管理上で困難を感じている点から
明らかにする。
公的分譲アパートには，主に高層で一棟単位に管理組
織をもつものと，主に中婦で数練が団地形態をと ってい
て.その一団が管理単位になっているものがある。前者
は市公社の供給したものに多しエレベーター付きが多い。
後者は府公社.公団が供給したものに一般的である。こ
れらが建物形態の主要な相違点である。公的な分譲アパ
ートは.分譲当初に管理形態をそれぞれの公的供給機関
側の考え方で居住者側IJを術導している。また.市公#土と
公団は管理専門会社を外郭団体として作り，そこに管理
委託をすることを居住者側に勧めている。この第三セク
ター形式の管理会社の存在は公的分譲アパートの特徴で
あるといえる。第三に管理組合が綴っている管理に関す
る費用を分析し建物形態や管理形態の差異が管理費用
の収支に与える影轡を明らかにする。
調査の方法
大阪府住宅供給公社，大阪市住宅供給公社，日本住宅
公団関西支社，以上三機関が昭和40年以降に供給した3
階建以上の分譲共同住宅団地の管理組合すべてを調査対
象とし，管理組合責任右にアンケー ト調盗を行った。I調
:ff諜は自記入式で，調査良が訪問して手渡し，後日郵便
で返送してもらった。調査時期は昭和54年11月1日よ り
10日まで，調査察の回収状況は表-1のとおりである。
表ー 1 調1't祭回収状況
なお，調1i:票回収時に，管理組合の「昭和53年度管理費
収支報告書」の提供を依願し.それを収集し，管理費用分
析の資料とした。収支報告占が収集できたのは52!牛であ
ったが.そのうち，資料不備のもの12件，日月細不明のも
の3件があり，それらを除いた37件を分析の対象とした。
分析の方法は後述するが，分析対象となったサンプルは，
資料収集の困維さから供給主体別，管理形態別にみて充
分な例数をそなえていないものがあり，不充分な簡をも
っている。分析検討はその点を考慮して行った。
調査結果の介析と考察
1.アンケー卜鯛査の結果の分析と考察
1.管理形態とその変化
居
?
まず管理形態をみる。管理形態の型を，管理を専門の
組織に委託しているか否か，管理人の有無，居住者組織
の有無という点から分けてみると，・委託・無組織型(AI型)
委託・有組織型(A2型)，自カ・管理人型(9I型)，全面白
力型(92型)となる。民間マンションではん型が2割弱あ
る仰が，公的分譲アパー トでは，供給織!掲の指導の影響
があって，そのような型はない。すなわち，どこにも居
住者の管理組織が存在するのである。各供給主体別の管
理形態は表ー 2のようになり，主体別にかたよりがみら
れるが，それは供給主体側の入居当初の指導の違いによ
るものである。府公社では，いろいろな経過があったカでη
入居当初に入居者に管理組合をつくり，自主的に自カ管
理をすることを助言している。その結果.自力管理が一
般的になる。これに対して，市公社では管理組合の結成
を助言し，委託については組合の自主性にまかせるとと
もに，管理専門機関である大阪ハウジングセンター(市公
社の外郭団体)を紹介する。その結巣，そのセンターに委
託する形態が多くなる。しかし府公社や公団に比べて，
型の選択に巾がある。公団の場合も市公社と似た方法を
とり，団地サービス株式会社(公団の外郭団体)への委託
を勧めている。このように管理形態は供給主体の入居当
初の指導がかなり影響力をもっている。6¥!iIJ近くから 9
割が当初の指通事の型をとりつづけているのであって，こ
のことから供給主体の管理に対する指導性の重要きが指
摘できょう。すなわち居住者管理組織がすべてのアパー
トに存在するなどはその指導の成染とみれる。しかし，
一方百パーセント供給主体の指導どおりになっていない
ところにも注目する必要がある。居住者の組織が主体的
に管理形態を変えてきているのであって，相対的に市公
社.公団のアパー トに多い。その変更の傾向をみると，
外郭団体の信・理会社への委託を.全面白カ!.ri(9，)にする
表-2 供給主体別~a:理形態の型
z 車 府公往 市公位 公団 民圃守ンシ・ンt比綾費軒》
WIHtllI!全社κ畳I!. 9・
妥託・無組織司自 し.踊fI'省の・"・a・- 17.1 
( A，) のUい品の
.tHW'明会UIC.憂託 q島 '‘ r4S 
委託有組織型 し、圏在~の轡煙組a・ 1.9 69.6 70.4 56.4 
( A，) ，，，る色の
."・・が"勺.会社
自力・管理人型轟証~<tず.画拒曹里 14.8 12.0 
司 (8，) 人t..綱している‘@
全面白力型 -符m・手会がtzゐaりh、司t島A氏 92 5 | 12L4 14.8 14.5 
( 8，) 想ずる‘の
不 明 8.8 
( 2) 
梶浦他:公的分限共同住宅の管理形態と共同管理賞用 -)63-
もの19.3%，自力管理人型(B，)にするもの10.8%，委託
先を一般の管理会社に変えるもの8.4%(市公社のみ)とな
っている.このような変更を生みだす要因として.一つは
外郭管理会社の評判がよくないこと，もう一つは，市公社
や公閉めアパートでは居住者の意滋として.現状よりも，
もう少し管理に対して居住者の自主性を強めるべきだとす
る志向が存在することである.委託先の仕事ぶりについて
の評価を問うと.表-3のようになり，あまりよい評価
とはし、えなL、。特に公団の場合，団地サービスへの評価
は「よくやってくれる」という ものより「あまりよくやって
くれない」という回答の方が多い。どんな点に不満の内容
があるかをみると r仕事に誠意がないJr管理費用が高いJ
など作業処患と費用に関することとなる。このような評
価が生まれ.市公社と公団にその差ができるのは，後述
するよ うに管理人や委託先の処当する業務のi皇い，その
違いを生む建物形態の相違といったことが関係している。
きて，以上に述べたような管理形態をとっているアパー
トが.将来の管理方式についてどう考えているかを問う
と表-4 のようになる。管理;I~当身の必要性については
肯定的な意見が6割近くをしめる.公団に「必要だ」とす
る意見が強いのは，公団アパートの場合， 100戸をこえる
団地ばかりて管理組合の戸数が多((平均380戸)，その必要
表-3 委託先に対する評価
よくやっている ま晶まめだ
品まりよく
不明
やってくれr.cい
% 
市公祉 3 1.8 4 5.4 2 0.5 2.3 
% 
公団 8.0 7 6.0 I 6.0 
性が強〈感じられているものといえる。府公社に「必要
fご」とする意見がそれ程多くないのは.これまで管理人な
しで続けてきたことによる影響といえる。将来の管理の
方向については，全くの自カ管理を志向する意見は，現
.(Eその形態をとる府公社アパートに多いが，全体的にみ
ると現状より後退する傾向にある。管理組合役貝のf見
は直接管理人を扇用していく方式を比較的選んでおり，
一つは居住者が管理に対して主体性を強めるべきだと考
え，もう一方で，それとともに管理業務を委託するなり
管理人を腐周する必要があると考えているようである。
2.管理行為の担当と管理人の動務形態
日常的なアパートの管理行為の但当者を供給主体別に
みると表-5のようになり，供給主体によって行為の担
当者が這っている。このような結果になるのは，一つは
管理形態の差，二つはアパートの建物形態の違い.三つ
には委託先や管理人や管理組合の考え方の差に起因する。
すなわち，自力管理型(82)が90%以上をしめている府公
社では，行為の笑施が省略されるか管理組合役只がさま
ざまな管理行為を受けもつことになる。一方，管理人が
8割近くから 9剖のアパートにいる市公社.公団の場合
には，行為の内容によって管理人と組合役員が分f目する
形になっている。民間マンションの場合同}と異なる傾向
が~.められるのて:比較した特徴点を述べると次のよう
になる。まず.府公社アパートと管理人のいない民tl. 
ンションとを比べてみると.①省略される管理行l.}の内
容はよく似た傾向にあり，~施される管理行為の;Il!'， .(i 
も全般的によく似ている。②途う点は「駐車違反の取締
りJr防火見廻り」を府公社アパートの場合.組合役以ヵ、
犯当して.管理行為として笑施している率が高いことと，
r共同庭の厳木の手入tl.Jを業者委託している点が府公社
表ー4 管.1'1¥人ないし専任の令月一相当者・の必空著作と将来のPt'].f1lのh式について
【%)
管理費鑓当者の必要性 望 ま し 、 管 員! 方 式
Z十 ぜ 置が そと 特で .f' 民全 半全 自 直人 自 そ 不
(} L、 れ思 日: 側面 ，五h 面 主 銭 )J 
よ 程わ 必な 的 管 震 の必 fこ 必な 会委 的委 委 管団
:!l fヨい 要い 裂い 明 社託 体託 ;it 趨用 I! 他 明
Z十 136 io.o! 38.2 19.9 19.1 19.9 2.9 2.9 12.5 27.2 15.4 35.3 1.5 5.1 
府公社 53 5.7 22.6 32.1 35.8 8.8 1.担 3.8 9.4 11.3 64.2 8.8 5.7 100.0 
市公社 56 58.6 17.9 ) 6.) 12.5 0.0 5.4 16.1 89.8 12.5 21.4 0.0 5.4 100.0 
公 団 27 70.4 18.5 。 8.7 7.4 0.0 22.2 87.0 29.6 7.4 0.0 3.7 1飢 O
( 3 ) 
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の場合に多いという点である。ついて九市公社，公団の
アパートと.管理人のいる民間マンションの場合を比較
すると，①「防火の見廻り」を民間マンションではしっか
り実施しているが，市公社，公団アパートではこの点を
省略している率が高い.②「個別住戸の管理」や「郵便物.
しわけJr出入り許可Jなどは市公社，公団では省略され
ている。民間マンションのようなサービス行為は少ない
といえる。③公団アJマー トでは，設備の監視や点検をや
っていない率が高い。これはエレベーターの設置率が低い
など設備が訟誼されていないためでもある。④共用部分
の清掃を委託先に.共用庭の縞木の手入れを業者に委託
するのが市公社，公団アパートには多い。民間マンショ
ンでは管理人の担当することが多かった.⑤市公社，
公団では，民間マンションより組合役員がよく仕事を担
当しており， きわめて特徴的である。主要な行為は「駐車
違反の取締り」や指示，許可，官庁などへの逮絡に類する
行為，「管理費出納J. それに「入居者聞の トラブル仲裁J
「募金あつめ」など共同生活に関する行為などである。管
理形態の似た市公社アパートと公団アパー トを比べると.
市公社アパートの方が.管理人の担当する行為の種類が
多い，「駐車取締り J. 許可，連絡行為，生活サービス的行
為や住み方指導などにわたっている。その点.民間?ン
ションに似ているといえる。公団アパートの管理人が市
居 学
公社の管理人より担当する率の多いのは「騒音，水もれな
どの苦情の受付けJ<・らいである.市公社と公団アパート
の差を生む一因は建物形態である。すなわち.市公祉の
アパー トは.市内の建て込んだ敷地の広くないところに
建つため，高層が多<. ( 9階以上45%をしめる).一線ご
とに管理単位がとられ 1階の出入口やエレベーターホー
ルに面して管理人室がとられるといった建物形態が多い。
このようないわゆる都心型マンションに多い建物形態で
は，設備が集中していて処理がしやすし居住者の生活
面の世話も管理人がやりやすい.それに対して，公団の
アパートでは.4. 5階が多<. (93%)それら数棟が一つ
の団地を形成し，それが管理単位となり.団地の真中に
ある集会所などに管理人室があるというのが一般的とな
る。だから管理戸数の多いことも加わって管理人が居住
者の生活サービス的行為や行商人への許可といったこと
を行いにくいばかりか，高層一線型に比べて.居住者と
顔を合わす機会も少なくなる。このように建物形態の違
いが管理行為の担当の差を生んでいる面がある。それら
を考慮、しても，公団アパー トの管理人は業務担当が少な
い。これはおそらく外郭管理会社の委託業務に対する考
え方の差にも原因があるからであろうと考えられるが今
回の調査では明らかでない。なお.こういった公団アパ
ート管理人の業務担当の状況が.管理委託先である団地
表-5 管理行為の担当者
(~) 
府公社アパート 市公社?パート 公団 7 パート
そ 「する J. t 骨組当省 t 『する J. tの割当 1 t 『する J.その鰍ョa
舟 の の
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唱ー府見守 Jの出入りの昨"1 9U 100.0 - HO 83.8 16.1 - 60.0 20.0 80.0 -
睡 官公1J.町内::1"どと連絡命、 u - 100.0 - 3.・ ...9 63.1 - u ー 3.8 2・o 76.0 -
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出 管僧貨の出嗣 9H.O ~O - ‘ι。 5U Ul - 0，2 . 37.5 H.8 16.7 -嗣
-の .f'在lo宅の綱鋼司'.J'IJI 85‘ 611 lU lU 86.8 57.1 42.9 - 051 世 100.0 -
2戸睡・ 伝売の.， ~ぜん 100.0 80.0 20.0 - 50.・- 10.0 HO 50.0 - - 50.0 
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サービス株式会社に対する居住者の不満の一因となって
いるとみれる。全般的にいって，公的分譲アパートでは
管理組合役員の管理行為担当が民間マンションより多い。
その原因は.民間マンションの場合，管理組合がないも
のが17.1%.あっても居住者の主体性の弱いものが38.5
%あるところにある.そのために民間マンションでは管
理人の作業分担が多くなり.勤務状態にもきびしいもの
がみられた。なお，公的分綬アパートにおける管理人の
勤務形態をみると r通勤」が68%.r巡回」が19%.r住込み」
が8.7%である。(市公祉の場合，順に 74%. 14%. 4.7 
%.公団の場合63%.25%. 12.5%で.少々公団に巡回
が多いが大差あるとはいえない)民間7 ンショ ンの場合は
8割近くが「住込みJでーあるからして少「通勤」が多いのは
公的分譲アパートの特徴だといってよい。「住込み」は直
接雇用の管理人に多くみられた。勤務時間はしたがって
90%強が一般的勤務時間(9時から17時)であり，この点
も夜間に及ぶことの多い民間?ンションの場合と異なる。
休日も一般的で.「日曜と祝日が休日のものj38.8%.それ
以外に年に数回の休日をもつもの.52.2%となっている。
この点をとっても.休日が少ない民間マンションの管理
人と条件が違っている.管理人の年令をみると. 61オ以
上が52%. 56オ以上でみると82%をしめ(平均58.3オ)，
高令者が多い。この点は民間マンションと共通する。
3.管理上の困難点
各管理組合の役貝が日常のアパート管理で困っている
夕、を問うと表-6のよ うな結果を得た。「駐車場や自転
車誼場のないことj. r役只の負担が多いこと jr居住者の
意見がまとめにくいこと j. r建物の補修箇所や時期がわ
からないj. r共同生活のマナーを居住者が守らないj.
「大規様補修の費用が集めにくい」などが主主要な悩みとみ
れるが，供給主体別にみな場合，設備や建物形態の違い，
自力管理をとっているかどうか(管理形態の違い)などが
表-7 建
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反映して.悩みの強弱が異なっている。
府公社アパートの場合.主要な特徴は二点ある。一点
は自力管理がほとんどであるため，役員の負担について
の悩み(r負担が多いj. r早朝.夜間の呼出しj. r官公庁
なとeへの逮絡が多い」など)が他より多いことであり，こ
の点「記録，資料が残っていない」とともに自力管理の弱
点といえる.しかしも う一点，よ く一般居住者の協力が
得られているという特徴が挙げ得る。「共同生活のマナー
に欠ける」とか「大規模補修費用が集めにくいj，r役員の
なり手不足」といった悩みが.あるにはあるが， 市公社や
表-6 管理上の国雑点
「大いに図っているjr図っている」の比率
〈勉〉
府公社|市公社|公 団
駐車場の不足 I8 8.7 I 7 6.8 I 7 O. 3 
自 伝車置舗の不足 I7 3. 6 I 8 7. 6 I 2 2.2 
居住者の.見がまとめにくい
役員の負担が多い
共同生活のマナー K 欠ける
繍修箇所や時期がわからない
大....繍修の貸別が鎮めにくい
管型0)経験予知厳が不足
役員 0.) ~ ~手不足
欠陥、補修の費胤負担且先について
の悩み
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早朝、 I聞の役員の呼出し I20.8 I 1 0.7 I 1 8.!> 
記録や賢料が銭っ τぃ~ぃ I 2 4.5 I 1 0.7 I 1 1. 1 
よい管縄人がみつけにくい I 5.7 I 1 7. 9 I 1 4. 8 
よい管埋委託先がみつけにくい I 9. 4 I 1 7. 9 I 8. 7 
居住者側のイザコザが多い 9.4 I 1 O. 7 I 7. 4 
事郵や経康の方法がわからぽい 7.6I 7.2 I 1 1.1 
管煙費mが集めにくい I 3.8 I 7.2 I 1 1.1 
概 ~ 
¥!OO) 
e: ~I • し ‘写 -" a・.Q'" 1， . ¥盆}
エレベー，- 自民 ~ ，柄 1.'¥4<網"‘尋
9-1・40・1位畠 4・. ‘U1 <8‘' 凪日 日掛 5‘ める 包い める αぃ める '"い
担 a 8.1 1‘ 調‘ "‘ 1‘。 9. 182 81 掴 1 町 7 " 0 161 181 19.9 
1.5 1.' 17.0 18・21 • 1。'‘ 1.5 1.8 1.5 181 u・曲 1・11.1 20.4 
‘ . 86 1.9 19.6 l‘1 I‘・101 125 5.4 同?組 a1・盟‘ 帥 S 8.9 
8.1 
7‘ 18.5 酉 9 1.・1.4 ?‘ 畠 9。1.1 包52 926 7・70.4 国 6
〈使)rィ、刷J"t-1t-" ~Ilfi・-
( 5 ) 
-166- 住
公団に比べていずれも困っている比率が少ないというと
ころにそれはあらわれている。この特徴は自力管理であ
ることによって居住者の管理や共同生活に対する理解が
深ま った結果によると考えられ，自力管理のメリ ットと
いえる。
市公社のアパートの場合，「補修箇所や時期がわからな
い」とか「業者選定に困るJ，rよい管理人や管理委託先が
みつけにくい」など，建物の維持管理を管理組合が自主性
をも ってすすめていこうとする際の国難点がより強〈悩
みとして窓滅されているようである。また r犯罪.いた
ずらが多い」という悩みが他に比して大巾に多い。これは
都心に立地し，高層アパートが多いことが原因している
からであろう 。高層アパートに犯罪が多いことは 2-3
の調査で明らかにされてきている少
公団アパートの場合は，委託をしているにもかかわら
ず「役貝の負伺が多い」が61刊の団地から困っている点と
指摘され r居住者・の意見がまとめに くいJ，r大規模補修
の費用が集めに くい」が過半数の団地から指摘されてい
る。この原因は管理組合を締成する住戸数が多いことに
あると考えられる。委託管理が多いことから建物の維持，
蔚
?
の点の悩みも少ない。公団の分譲団地の場合，管理単位
の住戸規伎について再考してみる必要がありそうだし.
管理人の業務内容についても役員との分担で点検が必要
なよ うに忽われる。
II.管理費用の分析と考察
1.分析の方法
(1) 標準費自の設定
各分自喪アパートの収支報告書に記載されている収入・
支出の名目上の費目はそれぞれ異なっていても内容は同
様の場合がある。そこでこれらすべてを統一的に把似す
るため，「棟準費目(以下費目 }Jの設定を行い.それに照
らして収入・支出項8を分類した。その結果，表-8の
ごとき費目構成を得た。ここで， 「収支報告瞥Jというの
は，会計用語における財務諸表のうち， (l)tI!益計算書.
(2)貸借対照表(バランス・シート )の 2種類を指す。今回
分衡の目的に照らして.①前期繰産量金，②会計期間中
(BB和53年度)における純収入とその繕成，③同，純支出
とその構成，④次期繰延金，の4種頬を算出する。また.
「一般会計Jr目的5)IJ会計(修繕積立金会計等}Jの別のある
ものも，両者を含めて①ー④を求める。その理由は.同}
管理をすすめる点については相対的に悩みが少なしま 会計間の相互運用をしている管理組合がいくつかみられ
た自転事誼場や集会所などの設置率が高いことから.そ るからである。また.貸借対照表における(資産)未収金.
表-8 公的分液共同住宅の符J1~費用 ( 1戸内たり月傾:問)
(上段:円.下段;~匹)
供 管 収 主 ケ ;g 
給 F世
。@ @ ① 
人 前線 年純 管 施包 そ 1l 年制 共分量自 保川 組営費 車量保 環躯 委管 次. 佳主 形
鍾 収 理 J宣収 主 “本 験 鍾
ス 声電】 合指 符全 備 E聖
体 岱 計 期金 度入 聾 経入 他 計 度出 部光費 料 連経 -償 嶋費 託費 期金 数 敵. 
府 自力・曾縄人噌 18.138 1.‘721 6.副部 4.792 1.476 お同 18.1飽 18.842 189 16 加l12.262 87 1.叫8 4.2'Jb l 272 
(8， ) i 1∞ 71.9 22.1 6.0 Iω 1.4、。1 22 88.S 0.8 7.6 
公 .，・
企画 自力相 1J!4S S.鈎7 1.舗1 279 11.8岨 8.制強 897 4S 166 I.OM 1.077 おS 8.762 12 18宮t (8， ) l開 71.7 28.2 6.1 I∞ 12.9 1.5 5.4 鎚 S 84.9 1.8 
量，毘白組・'I'!I 1‘.7.‘7 7.869 7.278 S.臼7 1.497 お4 14.147 5.217 896 111 281 1.761 82 1 2.186 9.580 18 282 
(A， ) 1∞ 76.5 20ι 8.2 1∞ 17.2 2.1 4.4 38.8 0.6 41. 9 
市
自)J 管殆人砲 15.0鑓 8.619 6.449 8.7包 2.181 516 15.068 8.白冒 7回 s 846 1.144 l2B 1.285 1.岨1 I 216 公 ( 8') 1∞ 58.2 88.8 8.0 1∞ 加。7 0.1 9.4 31.2 8.5 35.0 
社 全伽 臼力相 17.849 12.151 4.491 3.a9 おZ 827 17.849 1.796 488 B 174 774 199 1邸 1.543 a 、48
(1J，) 1∞ 84.7 7.8 7.5 l∞ 27.2 0.2 9.7 ‘3.1 11.1 8.8 
長6E・n組織砲 12.861 8.121 9，240 8.543 584 113 12，861 6.146 626 27 144 8.S岨 初4 1. 705 1.705 B 809 
公 (A， ) l∞ 92.5 6.8 1.2 l∞ 10.2 0.4 2.8 54.3 4.9 27.7 
自力・腎刷人司自 12"17 5. S回 7.084 5. z97 1.426 311 12，417 4，269 総事 。 188 1.879 686 1. 704 8.148 2 246 
(8， ) l∞ 75.8 20. S ‘.4 100 7.8 。。 8.9 82.8 16.0 89.9 
lf 一一ー一一←企画自 h尽J 9，965 8.5初 6.385 4.574 1.572 径回 9.966 2.9関 184 。 269 1.説追 710 461 6.975 2 880 
(s， ) 1田 71.6 24.6 3.7 臥JO 6.2 。。 9.0 45.7 23.7 15.4 
蚤1(;.拘制.-TJ(^， ) 14，21渇 6.5(淘 7.754 6.232 1.312 210 14.21泡 5，4010 841 94 213 2.080 宮1z.a9 8.8臼 16 287 l∞ 80.4 16.9 2.7 lω 16.6 1.7 8.9 88.5 1.6 割 7
自)J・慣用人噌(8，) 1{，589 7.786 6.駒S 4.816 1.606 881 14.589 6.788 887 5 Z輔 4.島aB62 S82 1.430 7.796 4 245 100 70.8 23ι 5.6 1(岡 5.7 。1 8.6 制。 5.6 2.1 
~I面白 )J 噌 ( 0， ) 11.559 5.鉛 l6.678 4.1∞ 1，車渇 官I、11.559 2.9宮1 置渇 鈍 196 1.120 9-24 3 総畠 8.5舗 17 151 
1∞ 72.2 23.0 4.8 1∞ 11.8 1.0 6.6 27.4 30.9 12.8 
• 1 悦金Kついては、アパー トKより徴収方法が民'.るので‘今随分析の賓固からは除舛して集計した.・2 きわめて大きい非経常部分で'"る「舛壁坐音量工SlJを続・ー した維持・保全慣12.252円のケ スー令含む.・8 きわめてxきい非経常部分で'"る「白伝車磁場設置工!IJ骨行，.勺た鹿嶋蟹備費4.308円のケ スーを含It.
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表-8は，収支報告Sの収入・支出について標準tl(臼
に集計したのち 1戸当たり月額を不したものである
(府公社アノぞ トーの自力 ・管理人耳目(8，)てij:，r維持・保全1tJ
が非常に大きく tれているが.このケースは昭和53年度に
おいて外壁塗装工事を経験したものであり，それが影糾
しているものである)
どの供給主体においても，委託型(A2)，自力 ・管理人
相(81)，全面白力型(82)，と管理形態が移行するにつ九
収入・支出の総額(①およひ'③)が低減しているのが分か
る。「管理費jを比較すると.公団アパートの委託型がも
っとも高〈 月額8.543阿で自力塑など低いアパー トのも
のと比べると 2倍以上の開きのあることが分かる。
ぇ:出を情成する6校自のうち r共r，.J部分水光熱1YJr組
合運営諸経費Jr委託管理費」等は，どの会計年度を とっ
ても(インフレの影将を無視すれば)はぽ毎年一定富良の支
出となることが考えられ，経常性をもっといえる。それ
梶j甫他 :公的分液共同住宅のfi'l'J!.形態と共同1均質問
前払費用， (負債 ・資本)未払金.前払金は含めずに①一
④をもとめる。
(2) 管理賞用の変動要因
今回分析37ケースの公的分議アノマートの収支報告書の
内訳を標i¥I，U目別に集計してみると， 各賞自の大きさ
(金額).f~成比率はそれぞれのアノマートによりさまざま
であるが，そうした規綴 ・栴成の変動がどういった要因
により規定されているのかについて検討してゆく。
検討の万法として，ここでは管理費用の規模・情成の
変動要因と怨定される指僚を次のように設定した。それ
は.(i)供給主体， (ii)管理形態， (ia設備の状況，。吋経過年
数， (v)住戸数規恨の5つである.
2.供給主体別管理形態別管理費用
本節でIj:， <供給主体〉とく符理形態〉の組み合わせによ
リ得られる 8 つのパターンについて， それぞれ管理~用
の実態を比鮫してゆく。
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図-1
学m視する方向，;t.積極的なものとして評価できる。民聞
のマンションにおいてもこの全面白力 ・管理人無しの型
はみられたが.それは住戸数の少ないマンションで高い
委託費用をあてる位でないとか，ランクの低い郊外型マ
ンションで¥管理費を低くせざるを得ないという場合が
多かった。公的分浪アパートの全面白力型は，委託管理
費を節約することによって環境監備をすすめるといった
より積極的傾向をもっているといえる。ただ，この場合.
必ずしも住戸数が少ないとは限らないので(府公社平均
139戸，公団平均380戸).管理組合役員の作業分mが，
先に見たように多<.住戸数が多い場合i主役員が負fFI.を
感じている(特に公団アパート)。 この点をカバーする工
夫が必要でー あろう 。
(3) 共同部分水光熱費および維持・保全資
「共同部分水光熱賛j r維持・保全資」とも設備の付加
!立との関連が予1されるが，まず管理形態との関係で検
討すると.委託型，自力・管理人EY，全面白力型とタイ
プが移行するにしたがって規模が低減している(~ー I )。
1.50 
I エレベーター有、総本JI伺
1 : エレベー~-省、総本戦無
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(8 ) 
に対して r維持 ・保全費jrmtJt整備費j，;tそうした部分
とその年度によって支出されたりきれなかったりする非
経常的部分との両者の混合した性絡をもっ貸目といえ
る。例え，;1:'.今回の37ケース中でも「維持・保全資」て・は
先程の外壁i>'n装工事 rm岐路縦攻」では自転!jll場設誼
工事を行ったために他のケースに較べてとぴぬけて高い
値を示すものが各々 11牛ずつ見られた。
以上のがを念頭において支出内訳を見てゆくと r委託
管理費j r環岐格備費j r共同部分水光熱費j r維持 ・保全
費jlこおいて供給主体別 ・ f庁連形態~IJにその差呉がよく反
映されているので， 図ー lのごとくこの4'lY自について
それぞれ縦悦変動の状況を図化した。
(1) 委託管理費
管理形態による規模変動がl明瞭であり，府公社 ・市
公社・公団とも委託型.自力・管理人型，全面白力型
と移行するにしたがって，委託管理費が低下する。公団
アパートにおける委託E?と自力管恩人主!とでは. 1705円・
1704阿と両者に全然差がないが.これは自力・管湾人型
においてはij'j:理人人件費のみならず，特に i'~~h)について
専門業者に発注 ・契約しておリその委託料が加算される
ためである(先の管理行為の分析て・もそれはあらためて
いた)。その紡*.委託FU!と代用耐で変わりがないことにな
っている。しかし.その点を考慮しでも公団の場合の委
託料は 1戸当たりでみると市公社のそれよリ低級である。
(2) 府波野備費
公的分泌共同住宅の管理'pl周の支出内訳における大き
な特徴の一つは.rft/i.J;mjといったものの他に「自転卓置
場設置1~j 仁f-H宅遊び場設tlJ"lYjといった新たな砲訟をつ
くることに代用が{止われていることである。
図ー lを見ると分かるよ うに、同じ公的分A共同住宅
でも!符公社・公開アパートに較べ，市公社アパートでは
「環境然術的」の鋭校がかなり小さい。これは.敷地条件
の差によるものと考えられる。すなわち.府公社・公団
アパートでl;t.I符下郊外都に団地烈の開発によるものが
多<.敷地に余裕があるのf.;が.一方，市公社アJぞー ト
では.大阪市内の比較的市街地に立地するため l棟単位
で，建設されるものが多<. ，g.~J也も相対的に余怖のないた
め. 1;1岐守完備といった'f.tiそのものがやりにくい粂f牛に
おかれているのではないかと.lj'えられる。
どの供給主体のケースとも，委託型から自カ・管理人
m，会関自力砲と移行するにしたがい. r環~!ß備費」
の金~nのm加がみられ.Jï:出の大きさからいえばより関
極的になっていく といえよう。「委託管理費」の負18，を少
なくし，その分より環境祭備といった方向に'tyflが娠り
むけられているとみられる。この全面白カ型の1足場守完備を
住一168-
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(府公社アノマー トの 「共同部分水光熱費」では自力 ・
管理人型より全面白力型の方が大きいが.これは自力
・管理人型にあてはまるものが lケースしかなしこの
ケースがエレベーターも給水浴もなし設備の付加度の
もっと も小さいものであって，そのためでーある.) しかし.
これは管理形態の彩管て・はなく B没倫程度の違いの反映で
ある。すなわち，管理形態と設備程度との関係でみると.
委託型ではエレベーターをもっケースが8制を占めてい
るが(12ケース中10ケースが市公社アノマー ト).EI力・管
理人烈.全面白カ出では，反対に，給水塔はあるがエレ
ベーターのないケースや両方ともないケースが大部分を
市めており(全面白力引で，給水浴有，エレベーター無の
グループの11ケース中8ケースが府公社アパート).こう
した傾向が荷費目の大きさにそれぞれ反映しているので
ある。
(4) 設備の状況と共同部分水光熱費
共阿部分水光熱費と設備機器の設置状況との関連につ
いて検討する。ここでは.設備のなかて対長官の大きい「エ
レベーター」と「給水際Jをとり.その有・無別の組合わせ
により 4つのパターンに分け，それぞれのケースの共同
1'1 
• 
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部分水光熱波(1戸当たり月額)と該当ケース全体の平均値
をもとめた(図-2参照). 1 rエレベーター・給水浴有」で
は平均月額985円. I rエレベーターのみJ779円.mr給
水搭のみJ274円，Wr両方なしJ137円と明瞭に差災が示
されるとともに，エレベーターの有無が「共同部分水光熱
lVこついて大きなi盆いを生み出していることが分かる。
3.次期繰越金
「次期繰越金JLi，年度純収入から年度純支出を引いた
差額すなわち年度残金と，前期繰越金との合計である.今
回分析では維持・管理に関わるすべての賞用の出入りを
統一的に犯復するため.一般会計のほかに修繕金積立を
目的とした特別会計を組んでいる場合も両者を合わせて
収入・支出を算出しているので.この「次期繰越金」はそ
れぞれの管理組合が現在スト ックとして帯被している金
の総額といえよう。
この次期線経金は.管理組合がそれ程遠くない時期に
遭遇する建物の大規扶な修繕に対する雄lf純金としての性
絡をもっている。これが，王手数を経るとともに蓄積され
る方向にあるのかどうかを検討する。
ただし.今回分析のデータli昭和53年度一年間だけの
. 
• . 
• . . . . . • . . 
• 
• •• 
• . 
• 
42年 43匂 441f 45年 4 6 iド 47 {ド 48lド 4 9 lr 5 0 lf' 5 1 fl: 5 2 lf: 附拘
図-3 人J，r;'lJll始年別にみた i戸・"，たり次JYI繰低金(1百平日53年度)
(9 ) 
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収支報告轡によっているため，例えばこの年度以前に比
較的大きな修繕工必や環境鐙備のための支出を経験した
ケースでは.それまでの蓄積を取り崩しているのでそれ
らのケースについては「次期繰越金」の現在高が純粋に入
居間始以降のスト ックの結果を示すものとはならない。
(厳密に各アパー トの大税模修繕の経験を調べてないが，
lケースを除いてまだ大規模な修繕はやっていないよう
であった。)したがって，厳宮、にいえば， 1年間だけの収
支データでは大修緋に対する準備状況を分析することは
できないが， そのような限界を頭に入れて経過年数(ア
ノ守一 ト入居開始年から現在までの年数)と次期繰越金の
関係をみる。
(l) 経過年数と次期繰舷金
図-3は，入居開始年ごとに各ケースの次期繰越金の
1戸当たリ額とその全体の平均額を示したものである。44
年ケースの25.6万円が最高値，42年ケースの 4.8万円が
最低他であり，全体としてケースごとのバラツキが大き
し年を経るにつれて地加するといった傾向は見られな
い。たt!，42年・ 43年 ・44年ケースでは 1戸当たり 15万
同をこえる金額の多いケースが，13ケース中5ケース見
られ 1つのグループを形成している。 このように，こ
の42-441手の比較的古いアパー トでは繰越金が高額なも
のと.ほとんど平均的で額の多くないものと 2つのグル
ープが見いだしえる。このことは古いアノマートにはやは
り大規伎な修絡を巧・えて，費用を備蓄しているアパー ト
が4lM1Jil!くみられることを示している。
このよ うな修絡に対する準備金の状況をみると，分決
千円 川
。ー 。ー 次期総a基金...(.lerl盛}
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図-4 (主戸数};Q.絞>JIJにみた次期繰厳令およ び
l戸当たり次期繰越金(昭和53年度)
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共同住宅における修繕への準備金は経年数が地えるにつ
れて，準備金も吾被されるといった直線的な状況にはな
しどの管理組合も蓄積はあるが，その額はまちまちて1
慨して充分な鎖でな く.修繕時必要な時に各戸から集め
るといった方法を係るものとみられる。すなわち， 一定
額の積立てをしてあっても，インフレの影響で貨幣価値
が低下するため，大修繕等が必要になった時点で大きく
積立金の徴収額を上げて.集約的に短期間に修綿織何i金
を形成する方向を全体としてはと っているようで，その
万が入居者の理解も得られやすいようである。
(2) 住戸数規伎と次期繰越金
今回分析の37ケースについて住戸数別に5グループに
分け，それぞれ次期繰越金の平均総額と平均 l戸当たり
吉liを示したものが図-4である。
総額をみると， r99戸以下」グループの平均戸数は53戸
であるが，そこでも 800万円からの積立てが見られる。
r400戸以上(平均534戸)Jグlトプて怯， 6000万円といっ
た多額が次期繰越金として次年度に引き継がれる。また.
住戸数規模の大きいグループになればなるほど，次期繰
低金の総額はI曽加しておりr99戸以下Jグループの総低金
を l∞とすると，r100戸台J147， r2∞戸台J278，r3∞戸
台J469，r400戸以上J727といった変化を示しており ，300 
戸をこえるケースから急憎しているのが分かる。
しかし，これは管理戸数が多いことによるもので， し
たがって1戸当たり額を見ると， r99戸以下Jグループがも
っとも多 <15万円，その他のグループでは 9-10万円の
間に納まっている。住戸数のもっとも少ないr99戸以下」
がl戸当たりにして一番多〈準備金をも っていることにな
る。これは，小規校アパートでは年々の「剰余金」相当分
が比較的大きしその結来が1戸当たり次期繰低金に反映し
たものである。管理費用の支出中「共同部分水光熱費I維
持・保全資Jli大きい構成比をもつものであるが.小規校
アパー トでは各組設備が少なしこの貸用が少な く済ん
でいる。そして，その分，剰余金のl戸当たり額が増えると
いうことになる。今回の37ケースについて住戸数規紋別
に設備状況をみてみると， 99戸以下の小胤校アパー トで
は7ケース中 lケース(14.3%)しかエレベーターをもた
ないが.これに対して，ωo戸以上の管理戸数をもっア
ノ三一トでは28ケース中13ケース(46.4%)と半数近くがエ
レベーターを備えている。
要 約
1.公的分譲共同住宅の管理形態は供給主体の外郭団
体である管理会社に委託する型，直媛管理人を応用する
型，委託もせず.管理人も置かず全面的に居住右たけで
梶浦他:公的分譲共同住宅の管理形態と共同管理費用
管理をこなす裂とがある。民間マンションに比較すると
いずれも管理組合を組織しており.加えて自力型が多い。
2.そのような管理形態をとるのは，分譲当初の公的
供給機関の指導の影響が大きい。居住者の管理組合を組
織する方向が指噂されており.その努力は評価できる。
しかし外郭団体である管理会社の評判は良いとはいえ
ない。(特に公団の団地サービス)
3.管理形態によって当然管理行為の分担は変って
おり，全面白力型の場合は，各居住者がこなすべきこと
は共同の管理行為とはきれない。管理組合の役只が多く
作業を分担している。管理人のいる場合は，管理人が分
担する作業が増え.役貝の分担は少なくなるが，市公社
より公団アノマー トでは役員の分担は多い。民間7 ンショ
ンにi七べ，組合役員はよく仕事を分担しており、その分，
管理人の勤務が過剰だということになっていなし、。また，
民間7 ンションより，業務を個別業者に委託することが
多し運営的行為は管理組合でこなし.作業的行為は業
者委託という方向が今後とも強まるだろうとみれる。全
般的に民間マンションのように各戸の生活サービス的行
為を管理人がひき'受けるという傾向は少ないが.市公社
のアノマートではみられ，その点民間マンションに似てい
る。
4.府公社のアパートでは全面白力型がほとんどなの
で:居住者の管理に対する王監解が深まっており，その結
果1 15'・理に対して居住者が協力的である。自力型の良い
点と評価できる。公団アノぞートは管理単位の住戸数が多
いことや建物形態の影響などで，組合役員の仕事分担が
多<，負f日に!~じられている 。
5.管理'vi用をみると，管理形態が委託引から，全両
日力引になるにつれて(A2→ 8，→ 82). 1戸当たりのi1l:di'l
l立減る。支出の内訳をみると，委託管理費は，当然この
j順で少なくなるが，環境整備費は逆にこの順に多くなっ
ている(いずれも1戸当たり )。自力型では委託料を安くし，
管理費負担を少なくするとともに.そのかわりに環境技
備費を沖1やしているわけで二組合役只の仕事立は多いの
だけれど，fll極的な面をもっている。
6，設備の状態.特にエレベーターの有無は共同水光熱
t'iの多少に大きく彩符している。
7.大規模な修絡に対する校用が充分準備されている
Summary 
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とはいえず，その額が経年的に地えているという状況に
必ずしもなし、一定額の費用ストックはあるが，必要時
に管理貨を増額して集中的に修繕費用を集めるという状
j兄にある。
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We have studied the system of management and the management costs of condominium.type.apartm巴nt.houses
化ondominium)which have been provided in the Osaka prefectural area by public corporations (The japan Housing 
Corporation， The Osaka Prefecture Housing Corporation and The Osaka City Housing Corporation) 
The conclusion is as fellows 
????
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l. The system of management of condominium-type-apartment-houses is divided into three types: In the first type， 
the residents entrust works to the semi-public-housing-management-corporations. In the second type， a housing 
management association organized by the residents employs directly a housing manager and doesn't entrust it In the 
third type， works of housing management is conducted only by the residents. There is no housing manager_ 
2. It is generally due to guide with the public housing corporations at the time of se仙沼 toadopt anyπumagement 
system. They have used to lead residents of the condominium to form there housing m創lagementassoclatlon 
3. The ass邸rmentof management works is naturally declined by the management system. In the case of the self-
governing-type (the third type)， association 0伍αrstake charge of a large share of works， but at this type residents are 
more sympathetic with housing management than in the other types_ 
4. The housing management costs per dwelling decreases according to the kind of the management system: from 
the entrusted-type (the first type) to the directly-employed-manager-type (the second type) and to the self-goveming-
ty田 (thethird type). The entrusting cost shows the sarne tendency， but the common space improvement costs show 
op凹site.It is positive with the self-governing-type (the third type) to improve a common space 
(12) 
